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＜レポート・研究論文＞       

 

2017-2019 年米国ウィスコンシン大学システムの再編 

― UW-エクステンション解体の背景を中心に ― 

 

南山大学教職センター 教授  五島 敦子 

 

はじめに 

 

2017 年 10 月、ウィスコンシン大学システム（UW システム）のレイ・クロス総長は、突如として、システム

再編計画を発表した。UW システムは、４年制大学 13 校（大学院課程をもつ２校を含む）と２年制カレッジ

13校の計 26校で構成される公立大学システムであるが、発表当時は、これらと並んでウィスコンシン大学

エクステンション（UW–エクステンション）という独立組織を有していた。UW–エクステンションの起源は

1906 年にウィスコンシン大学に設置された拡張部門（Extension Division）に遡るが、独立組織となった

のは 1965 年である。以来、UW–エクステンションは、大学の教育・研究資源を「州の境界にまで」届けるこ

とで地域社会の課題解決に寄与し、州全体の発展を牽引するという「ウィスコンシン・アイディア」を具現

化する役割を担ってきた１。 

 

これに対し、今回のシステム再編では、２年制カレッジを４年制大学に統合して分校化するとともに、

UW–エクステンションを解体してウィスコンシン大学マディソン校と UW システムに分属させることが提案さ

れた。レイ・クロス総長は、その目的を「学生の進学と成功を改善し、効率性を高めてリソースを節約し、

それらによってウィスコンシンの未来の労働力ニーズとよりよく結びつくため」と説明した２。 

 

この提案は、実質的には、従来の UW–エクステンションの消滅を意味した。トップダウンによる衝撃の

提案に対して、直ちに懸念の声が広がった。これまでは州全体を網羅するエクステンションを通じて、「ウ

ィスコンシン州の全ての人々は、どこに住んでいても仕事をしていても大学のリソースにアクセスし、生涯

学習に取り組むことができた」が、研究大学である UW-マディソン校の一部門になれば、大学が地域との

関係を失ってしまう、州都から離れた地方のニーズを汲み上げる機会が失われ、州予算が配分されない、

そうなれば、仕事もサービスも無くなり地方が疲弊するという心配である３。こうした動向は、少子化の中で

大学統廃合が検討されている日本の大学にとっても、参考になる事例となろう。そこで、本報告では、（１）

UW–エクステンション解体の背景を中心に、（２）UW システム再編の要点を明らかにし、（３）今後の課題

と展望を整理する。言及する時期は、再編計画が発表された 2017 年 10 月から、移行期間を経て新体

制が明らかとなってきた 2019 年 7 月までである。主たる調査方法は、再編プロジェクト運営委員会等の

各種資料および新聞報道等の分析と現地関係者に対する聞き取り調査である４。 
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１．UW–エクステンション解体の背景 

 （１）2017 年までの UW システムと UW-エクステンション  

 

UW システムは、1971 年に２つの公立大学システムの統合によって誕生した。ひとつは、ランドグラント

大学の資格を持つマディソン校、４年制大学のミルウォーキー校、グリーン・ベイ校、パークサイド校、２年

制教養課程センター10 校、および、エクステンションで構成されるウィスコンシン大学システム、もうひとつ

は、主に旧教員養成カレッジで構成されるウィスコンシン州立大学システムであった。その後、約 40 年間

にわたり、表１のように、UW-エクステンションは、UW システムの中で独自予算をもつ自律的な組織として

位置付けられてきた。 

表１ UW システムの組織図（2017 年）５ 

 

表２ UW-エクステンションの組織図(2017 年) 
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表２は、2017 年当時の UW–エクステンションの組織図である。大きく分けて、協同拡張（Cooperative 

Extension）、放送・メディア（Broadcasting & Media Innovations）生涯学習（Continuing Education, 

Outreach& E-learning）、ビジネス・起業（Business & Entrepreneurship）という４つの部門があった。この

うち、協同拡張とは、農業拡張（Agriculture Extension）とも呼ばれるように、農業生産性向上、農村部の

生活改善、青少年育成、天然資源保護などに大学の科学技術と知識に応用する取組である。スミス・レ

バー法（1914 年）によってランドグランド大学に連邦助成金給付が開始されて以来、全米各州で展開さ

れている６。ウィスコンシン州では、近代的な科学思考と社会正義を重んずる進歩主義の伝統にもとづき、

州内 72 郡に配置された郡普及員（County Agent）が大学と地域を結び、酪農を中心とする農村生活の

発展を支え、分厚い中間層の形成に寄与してきた歴史がある７。 

 

 

（２）再編の契機ーウォーカー州知事の州政改革 

 豊かな実践にもかかわらず、再編が提案されたのはなぜか。直接的な要因は、高等教育に対する州予

算の削減である。2001 年に 10,500 ドルであった UW システムのフルタイム学生 1 人あたりの州助成

（General Purpose Revenue:GPR）が、2016 年には 6,800 ドルとなり、減少率が三分の一に及んだとされる

８。高等教育予算の縮減傾向はウィスコンシン州に限ったことではないが、急激な削減の背景には、2011

年に州知事に就任したスコット・ウォーカーによる強硬な政治改革がある。ウォーカーは、オバマ政策に

反対するティー・パーティ運動が盛んとなった 2010 年頃に頭角を表した保守派の代表格である。州知事

就任直後から公務員削減や民営化政策を進め、2012 年には労働組合の団体交渉権を制限しようとし

たため、リコール請求が行われた。再選挙の結果、富裕層の支持を得て再当選し、以降、医療、福祉、

教育への助成を削減する一方で、企業減税により雇用を創出する経済再建政策を実行した。 

 

 大胆な改革の結果、経済面からいえば、リーマン・ショックから立ち直って州経済は上向きになった。し

かし、「二つのウィスコンシン」といわれるように、州内の経済格差が広がったとされる９。都市部では、ハイ

テク産業振興により、電子カルテで世界的に成功しているエピック・システムズのような新興企業が急成

長を遂げた。そこで働く人種的に多様なヤング・エリートが高層ビル建設ラッシュを呼び、州都マディソン

の景気を支えている。けれども農村部や旧工業地帯では、州主産業であった酪農業や食品加工産業が

低迷した。州南東部のいわゆる「ラスト・ベルト」と呼ばれる地帯では、懸命に働いても賃金は上がらず、

生活は困窮するばかりである。ウィスコンシン州は人口の約 82％を白人が占めるが、人種別人口ピラミッ

ドをみると、40 才未満はマイノリティが多数派を占めるように、白人の高齢化が進んでいる（表３）。とくに

少子高齢化が進む農村部では、白人中間層の貧困化が問題となっている。2016 年大統領選挙におい

て、ウィスコンシン州は、ミシガン州やペンシルバニア州などと並んで共和党と民主党の得票差 1％未満

の激戦区であったが、上述した二極化への怒りが、トランプ支持者を生んだとされる１０。 
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表３ ウィスコンシン州の人口ピラミッド(白人＝青/マイノリティ＝白)１１ 

 

ウォーカー州知事は、高等教育政策でも強硬路線をとった。2011 年には財政再建と競争力強化のた

め、研究大学である UW-マディソン校を UW システムから財政的に独立する、いわば私立化する構想を

打ち出した。これに対して激しい反対デモが起こり、結果的に計画は頓挫したが、当時の UW-マディソン

校の学長が退任する事態になった１２。その後、授業料凍結によって州民の高等教育費負担を抑える一

方、教員のテニュアの見直しなどによって経費削減を図ろうとした。とくに 2015 年に、UW システムに対す

る 2 億 5 千万ドルの財政削減を断行し、そのうち UW–エクステンションでは 360 万ドルが削減されたこと

は、今回の再編の前兆といえる。財政削減の著しさは、2013 年から 2018 年の学生一人当たりの州補助

金減少率が、全国ワースト 4 位であったことからうかがえる。同時期に全米平均では 15％増加したことを

考えると、正反対の動向である１３。 

 

2015 年に、州知事は、ウィスコンシ大学がミッションとして掲げてきた「ウィスコンシン・アイディア」に関

わる文言を削除しようとしたことで、大問題になった。その文言とは、「知識とその応用をキャンパスの境界

を越えて届け、社会に奉仕し刺激する」「システムのすべての目的の基本は、真実の探求である」などで

ある。これにかわって「州の労働力ニーズに応えること」という文言を加えたように、大学教育に職業準備

を強く求めた１４。さらに 2017 年には、「教員に説明責任を負わせる」という考えのもと、州知事が労働時

間と職務内容を記録する計画を示したため、再び、騒動となった１５。 

 

こうした高等教育政策が続く中、教育・研究環境の貧弱さに不満をもつ教授陣が次々と州外に流出し

てしまい、大学の質的低下を招いていると危惧されている。近年の高学歴人口の移動に関する調査報

告も、ウィスコンシン州の「頭脳流出」は明らかで、優秀な若者を引き付けていないと警告している１６。とく

に少子化と産業衰退が相まった地方では学生数の減少は著しく、たとえば、UW-スティーブンス・ポイン

ト校では過去 10 年で約 25％減となった。州最北部にある UW-スペリオール校では、州予算削減、授業

料凍結政策、学生減による授業料収入減から構造的赤字に陥り、歴史や語学などの人文学と社会科

学を中心としたプログラムと教員の大幅な削減が提案されたように、苦境に陥っている大学は少なくない

１７。地方に点在する２年制カレッジの学生減少率はさらに大きく、2010 年から 2017 年の全 13 校の入学

者数は平均 32％減となった（表４）。 
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UW-エクステンションでも、酪農の大規模化と専門化という構造変動や民間専門団体のサービス利用

が増加したことなどにより、従来の協同拡張のように、郡普及員がジェネラリストとして常駐し、専門的内

容は大学の専門職が全州的に対応するという方法が実態に合わず、郡普及員の専門化が必要とされて

いた１８。生涯学習部門でも、IT 化をすすめ、幅広いニーズを安価に満たす効率的運営が求められてい

た。UW–エクステンションの総予算は、2013 年時点で約 25,800 万ドルで、その割合は、協同拡張 33％、

生涯学習 41％、放送・メディア 10％、ビジネス・起業４％、その他が 12％であった１９。すなわち、協同拡

張と生涯学習が主要な事業であるが、前者は 92％を連邦・州・郡の補助金に依拠しているのに対し、後

者は 79％を授業料などのプログラム収入に依拠していた。そのため、先述した 2015 年の州予算削減で

は、とくに協同拡張の予算が大きく削減され、地方事務所の廃止と行政・財務・人事等の広域化、専門

職の人員削減、行政・教育支援部門の再編が実行された。また、生涯学習部門では、広域に渡って効

率的に教育を提供しつつ授業料収入を獲得する手段として、オンライン学習の拡大がいっそう要請され

た。 

 

２．再編の要点と UW–エクステンションの解体 

（１）再編のねらい 

UW システムの再編は、上述した州制改革による州予算削減を与件として、教育やサービスの質を維

持しつつも、アクセスを拡大するための大学統廃合の方策として実行された。再編の対象は、UW 

Colleges and UW-Extension である。高等教育へのアクセスを充実させる目的で、2005 年に２年制カレッ

ジ 13 校と UW-エクステンションを統合した組織であるが、予算と事業は別々のまま、一人の学長が統括

してきた。再編プロジェクト運営委員会によれば、再編のねらいは、以下の４点である２０。 

 

４年制大学との連携により、２年制カレッジで上位レベルの教育を提供し、高等教育へのアクセスを拡

大する。 

２年制カレッジ統合以降も、現在の授業料レベルを維持する。 

UW システム内で単位互換を容易にする。 

リソースの効率的利用のために行政管理を標準化および地域化する。 

州内の労働力のニーズを見対すために大学間の調整を図り、リソースを共有する。 

 

再編の決議は、早くも 2017 年 11 月にウィスコンシン大学理事会で採択された。その後、州高等教育

審議会への申請と承認を経て、2018 年 7 月 1 日に再編が実行に移された。再編プロセスは 2 段階で行

われ、移行期間である第一段階（2018 年 7 月～2019 年 6 月）では、各キャンパスの活動をそのまま継続

しつつ、行政管理の移行が進められた。2018 年 8 月現在は、第二段階（2019 年 7 月～2020 年 6 月）

にあたり、受け入れ側の４年制大学の運用計画に従い、本格的にサービスを統合するべく、新学期に向

けて準備が進んでいる。   

 

（２）再編の要点その１ー２年制カレッジの分校化 

再編の要点のひとつは、２年制カレッジ 13 校を近隣の４年制大学 7 校の分校（branch campus）にする
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ことである。２年制カレッジの学生減少率は、表４のように、オンラインを除いて著しく、2010-2017 年で

50％以上減少したカレッジもある。 

 

表４ UW カレッジ学生数（フルタイム換算）の推移：2010-2017 年２１ 

 

 

表５は、人種別の高校卒業者数の推移である。全体としては減少が予想されているが、ヒスパニック系

などのマイノリティ学生は増加の予想である。しかし、2017 年の統計によれば、白人の学士号取得率は

州平均 30％に対し、ヒスパニック系はいまだ 13％に留まる。表６は、2015 年度から 2025 年度までの高校

卒業者減少数の予想図である。これによると、減少予想は、州都があるデーン郡（青）は低いが、ラストベ

ルトと呼ばれる州南東部（赤）では著しい。分校化は、こうした少子化・過疎化などによる地理的・年齢的

な不均衡と人種的な多様化が予想される大学進学者への対応がねらいである。そこで、表７のように、た

とえば、UW スティーンブンス・ポイント校は、UW マラソン郡校、UW マーシュフィールド/ウッド郡校の２

校を分校化した。これにより、分校の学生は４年制大学のアカデミック・サポートが受けられ、編入が容易

となる。他方、４年制大学でも学生数を確保しつつ、教養や語学などで重複する科目を減らせるメリットが

ある。 

表５ 人種別の高校卒業者数の推移（2010－2025 年；ただし 2016 年以降は予測）２２ 
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表６高校卒業者減少数の予想図（2015-2025 年）２３ 表７UW システムの再編（2018 年 7 月）  

（３）再編の要点その２－UW-エクステンションの解体 

もうひとつの再編の要点は、従来の UW-エクステンションの解体である。表８は、解体後の新しい組織

図を示したものである。前述した主な４事業のうち、UW-マディソン校には、協同拡張と放送・メディアの２

部門が学内部局（Division）として統合された。UW システムには、生涯学習とビジネス・起業の２部門が

独立した組織（Campus/Institute）として統合された。大きく分けると、前者２部門は主に公的助成で運

営され、後者２部門は主にプログラム収入で運営されていた事業である。したがって、UW-マディソン校

にとって、UW-エクステンション予算の約 3 割を占めていた協同拡張が学内の部局（Division of 

Extension）となることは、公的助成の増加に直結し、教育・研究の活性化が見込まれる。他方、酪農の

専門化や IT 化が要請されている酪農業界にとっても、研究大学との連携が強まれば、民間サービスや

ジェネラリストの郡普及員では得られない高度な支援が期待できる。 

 

表８ UW－エクステンション解体後の組織体制 

 

U
W

-M
a

d
is

o
n

 

 
Division of Extension 

Division of 
Broadcasting and 

Media 

UW Conference 
Centers 

School for Workers 

U
W
 

S
y
st

e
m

 

UW-Extended Campus 

Institute of Business 
and Entrepreneurship 

Wisconsin 
Humanities Council 

Wisconsin Institute 
for Public Policy & 

Service 



ＵＥＪジャーナル第 31 号（2019 年 9 月 15 日号） 
 Japan Organization for the Promotion of University Extension 

 

 

25 

 

UW システムでは、生涯学習部門が UW-エクステンディド・キャンパス（UW-Extended Campus）と名称

変更して移管されたことにより、従来よりも、UW システム内のパートナーシップが強調されるようになった。

具体的には、UW-エクステンディド・キャンパスは、26 校の生涯学習関連の州予算管理とプログラムに関

するサービスを提供する責任を負う。これに対して、４年制大学 13 校と南西部２年制カレッジ１校の生涯

学習部局代表者で構成される継続教育行政評議会（Continuing Education Executive Council）が

UW-エクステンディド・キャンパスの管理運営について諮問する仕組みである。 

 

UW-エクステンディド・キャンパスのエグゼクティブ・ディレクターには、長年にわたって生涯学習に取り

組み、再編時には UW-エクステンションの副ディレクターを務めていたエイロン・ブローワーが就任した。

彼は、組織再編前から熱心にオンライン・プログラムの共同開発を進めてきた。州立大学の相互乗り入れ

による共同学位プログラム、コンピテンシー・ベースド教育によっていつでもどこでも自由に学べる

UW-Flexible Option、他州の有力大学 6 校と連携したデジタルバッジによりマイクロクレデンシャルが得ら

れる University Learning Store、などである。再編後は、退役軍人ポータルや州高等教育情報サービス

（UW HELP）などの諸活動も引き継ぎつつ、以上のようなオンライン学位プログラムの充実に力を入れ、

成人学生や留学生を呼び込もうとしている。 

 

３．今後の課題と展望 

 （１）人員削減 

再編は、ようやく移行期間を終えた段階のため、その是非について評価を下す段階ではない。しかし

ながら、大規模な再編が、大量の人員削減を伴うことは避けられない。表９は、2002-2017 年における

UW-エクステンションの教員数（Faculty）の推移を示している。2010 年は 278 人だった教員数が、2017

年には 188 人となった。2018 年には、教員 188 人（専任 116 人、非常勤 72 人）の約 24％に当たる 45

人（専任 40 人、非常勤５人）が離職した２４。これにより、教員数は、過去 10 年でおよそ半減したことにな

る２５。 

 

表９ UW-エクステンションの教員数の推移 ２６ 
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表 10 は、同時期の UW-カレッジの教職員数（Faculty & Staff）の推移を示したものである。2012 年に

1,228 人（教員 301 人）であった教職員数は、2017 年には 951 人（教員 251 人）となった。2018 年には、

教員 251 人（専任 197 人、非常勤 54 人）の 11.5％に当たる 29 人（専任 21 人、非常勤８人）が離職し

た。人員削減がさらに進めば、各種事業の広域化がますます進み、身近な教育やサービスの機会が失

われる心配は否めない。 

表 10 UW-カレッジの教職員数の推移 ２７ 

 

  

 

（２）州知事交代―エバンス州知事への期待 

 今後の動向において、州知事交代の影響は大きい。2018 年知事選挙戦で、民主党新人のトニー・エ

ヴァースが、2 期 8 年間を務めた現職共和党のスコット・ウォーカーを破り、49.6％対 48.4％で辛勝した。

エヴァースは、ウィスコンシン大学を卒業して学校教員となり、その後、2009 年から 2018 年まで州教育長

を務めた人物である。学校教育、医療、道路等のインフラ改善を公約に当選したように、ウォーカー時代

に削減された公的助成の復活を約束している。 

 2019 年１月の知事就任からこれまでは、次期２年間（2019-2021）予算案策定に向けて、共和党が多

数派を占める議会との攻防が続いた。たとえば、エヴァーズは、3 月に UW システムへの助成として 1 億

2,600 万ドルの増額を求めたが、5 月に議会の予算作成委員会が提示したのは 5,800 万ドルであった２８。

2019 年 7 月初旬に、エヴァーズは数多くの予算案に部分的な拒否権を執行し、なかでも幼稚園から高

校までの学校教育と特別支援教育の予算を大幅に増額した。UW システムについては、たとえば、老朽

化した各キャンパスを近代化する建設計画や授業料凍結政策を続行するための能力開発イニシアティ

ブへの助成を認めた２９。そのほか、UW システム従業員の給与引き上げなども含まれており、教育関係

者はこの州予算案をこぞって歓迎している。同月に UW システム理事会が承認した大学予算案でも、統

合を実施する７キャンパスでは次年度の予算削減はないと明言された３０。UW システムの再編による新体

制がどのような道筋をたどるのかは、今後のエヴァースの州政次第といっても過言ではないだろう。 
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 おわりに 

 結論として、以下では、これまでの報告内容を要約し、そこから得られる示唆をまとめる。2017 年 10 月

に突然明らかにされた UW システムの再編は、ウォーカー州知事による公的助成削減を背景とする大学

統廃合の方策として実行された。再編の要点は、２年制カレッジの分校化、UW-エクステンションの解体

の２点である。ウィスコンシン州では、都市部と農村部の経済格差が深まり、とくに農村部・旧工業地帯

の白人中間層の高齢化・貧困化が進んでいる。また、予算削減と説明責任の圧力により、州外への頭

脳流出が問題になっている。そこで、地理的・人種的格差を是正し年齢的・経済的な障壁を取り除いて

高等教育へのアクセスを拡大すると同時に、魅力ある高度な教育研究とそれに依拠した専門的なサー

ビスの充実が求められている。２年制カレッジの分校化、および、UW-エクステンションのうち、生涯学習

部門の UW システムへの移管は、UW システム内でのリソースを共有することで、前者を達成することがね

らいである。また、協同拡張部門の UW-マディソン校への移管は、研究大学の予算を潤沢にし、大規模

化・専門化する農業に対して高度なサービスを提供できるという点で、後者の達成をめざすものである。 

 しかしながら、人員削減を前提とする改革によって、上記２つの目的を果たすことができるか疑問が残

る。たとえば、生涯学習の手段をオンラインに移行するだけでは、ウェブ・リテラシーを身に付ける機会に

乏しい高齢者や低所得者層は取り残されてしまう。そうなれば、格差是正というよりも、いわゆる「教育が

教育を呼ぶ」というように、差が広がるばかりである。また、確かに農業の近代化に対応するための専門

化は必須であろうが、中小規模農家や若手農業者が求める身近なニーズが等閑視されるかもしれない。

今回の再編では、大学がそれぞれの役割分担の見直しを迫られたともいえるが、エヴァース州知事政策

下の新体制において、今後、各大学がどのように自らの役割を自覚し、実行に移していくかが注目され

る。 

 以上のシステム再編による大学統廃合は、一法人複数大学制度によって統合を検討している日本の

大学にとって学ぶべき点がある。たとえば、UW システムが射程に入れているのは、著しく増加が予想され

ているヒスパニック系などのマイノリティ学生という点である。人口減少下で大学統廃合を検討している点

は日米ともに同じであるが、米国の大学入学者は 18 才人口だけでなく、人種的にも年齢的にも多様な

背景をもつ人々であり、彼らが、生活環境においても言語においてもアクセスしやすい環境をいかにつく

るかを重視している。もちろん、これは、米国の歴史的蓄積に依拠するが、日本でも、今後、外国人労働

者の受け入れが進む中で、誰にどのように大学を開いていくべきかを再検討する必要があるだろう３１。 
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